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Ⅰ．本調査の背景と目的
筆者らは, 2006年度より, 児童・生徒のメンタルヘルスの向上を目指して, 精神障害当事
者が語り部となり, 小・中学校に出向いて, 自己の病いの体験を語る活動を行ってきた1)。
この３年間の成果として, 精神障害当事者の病いの体験を聴くことで, 児童・生徒の精神障
害（者）に対する偏見が是正されるとともに, 自己のメンタルヘルスに対する関心が高まる
ことを実証してきた2)。また, 語りの活動をグループで展開するなかで, 語りを行う精神障
害当事者に自己肯定感や自己効力感の向上がみられた3)。
その一方で, 教育に携わっている教職員から「精神障害や精神障害者に関する知識を得た
い」｢子どもの心の病について理解を深めたい」という意見が多く聞かれた。イギリスやオ
ーストラリアをはじめとする先進国では, 精神保健に関する早期介入が既に行われており,
そのゲードキーパーの一員として教職員が位置づけられている4)5)。しかし, 我が国では, そ
のような精神保健領域における教職員の明確な位置づけはなく, また教職員の子どものメン
タルヘルスに関する知識や態度の程度を検証したものもあまりない6)｡ さらに精神障害に関
する研修の有無や成果について報告されたものもほとんどみられない。近年の傾向として,
発達障害者支援法の施行により, 特別支援教育に発達障害を含めた指導やその理解に関する
研修はきかれるものの, 思春期・青年期に好発する精神疾患に焦点をあてた研修及びその成
1
1）本調査は, 2006年度の大阪市就業支援等モデル委託事業である NPOヒットの「教育現場における
精神障害者の語りに関する事業」と, 2007・2008年度文部科学省科学研究費萌芽研究「精神障害当事
者の『語り』の効用に関する研究（課題番号19653056)」(代表 栄セツコ）を指す｡
2）栄セツコ（2008）｢精神障害当事者の語りの有効性」『桃山学院大学社会学論集』41（2), 119135｡
3）清水由香（2008）｢精神障害のある人が病い・障害の体験を地域において語ることの意味」中井孝
章・清水由香編『病いと障害の語り─臨床現場からの語りの生成論』日本地域社会研究所, 72101｡
4）野中猛・植田俊幸（2007）｢早期介入チームの実際」『こころの科学』133, 4044｡
精神病に対する早期介入とは, ①ハイリスク集団に対する発病予防, ②前駆症状状態に対する発病阻
止を含めた支援, ③最初の精神病エピソード後のすみやかな治療開始, ④精神病発病後２年間におけ
る協力的な支援,をあげている｡
5）ジェーン・エドワーズ, パトリック･Ｄ･マクゴーリ著 水野雅文・村上雅昭編（2003）『精神疾患
早期介入の実際 早期精神病治療サービスガイド』金剛出版｡
6）養護教諭の研修に関する調査として, 次のものがある｡ 小牧元・可知悠子（2005）｢全国８府県に
おける養護教諭意識アンケート調査」『心身医学』45(9), 708719｡
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果報告はあまりみられない。そのような中で, ようやく, 我が国でも精神保健に関する早期
教育の必要性が強調されるようになり7), 試行的に実施され始めたところである8)9)10)。加え
て, 精神保健における早期介入の必要性も強調されるようになった。教職員は教育機関にお
いて, 児童・生徒の精神的な不調を早期に発見し, 適切な精神保健福祉領域の専門機関につ
なぐ重要な位置にある。そのため, 教職員は, 思春期・青年期に多発する精神疾患に関する
知識や精神的な不調への対応方法を習得しておく必要があるといえる。
そこで, 本調査の目的は, 児童・生徒をはじめ, 子どもたちの教育に広く携わっている教
職員を対象として, メンタルヘルスリテラシーのなかでも, 思春期・青年期に好発時期があ
る統合失調症に着目して, そのリテラシーの程度を検証することにした。メンタルヘルスリ
テラシーとは, 精神保健に対する知識や理解を意味し, その認識や管理, 及び予防を助ける
ものである11)。
Ⅱ．調 査 方 法
本調査は, Ｘ教育委員会の協力を得て, Ｙ地域内にある幼稚園, 小学校, 中学校, 高等学
校, 特別支援学校等の教職員を対象とした研修会への参加者に自記式質問紙票調査を実施し
たものである。参加者には, 筆者による「子どものメンタルヘルス」をテーマにした研修会
であることを事前に報告している。調査方法は, 研修会の受付で質問紙票を配布し, 研修会
の開始時に主催者より本調査の趣旨を説明し実施した。質問紙票は研修会中に修正しないこ
とを条件に, 研修会の終了時に回収した。調査実施日は2008年10月である。
調査内容は, 1.回答者の基本特性, 2.統合失調症をもつビネットの病名の識別程度と対応
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7）厚生労働省の第16回「今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会」では,「訪問看護につ
いて」｢早期支援について」｢普及啓発について」の資料が示された｡ 早期支援や普及啓発においては
学校教育との連携が不可欠であることから, 文部科学省専門官も同席のもと議論が行われた（４月23
日)｡ また, 18回の検討会の課題の一つに「児童・思春期の精神医療」が掲げられ, 医療のみの検討
ではなく福祉や教育との連携が重要であることが指摘されている｡
8）｢教育現場における疾病理解プログラムの実施と展開に向けて」(2008）全国精神保健福祉連合会
『みんなねっと』3, 34｡ 中・高校生用の指導案を作成し, パイロット授業が実施された｡ 千葉県立
関宿高校では千葉県の研究指定を受けて, 人権教育に力を入れており, 統合失調症の理解促進のため
に二年生を対象に授業が行われた｡ 我が国では, 1977 (昭和52) 年, 中学・高校の学習指導要領で
「保健体育」から「精神の障害」が削除されており, 現在まで, 主な精神疾患・障害についての教育
は行われていないことが明記されている｡
9）メンタルヘルスリテラシー研究会（2007）『学校保健システムを利用した効果的な精神保健福祉早
期介入モデルの開発とその評価』｡ 本報告書では, 千葉県市川市, 島根県米子市などの中学校におい
て, 試行的に教育プログラムを実施し, 精神疾患に関する知識や専門機関への相談意向に関する態度
に一定の成果がみられたと報告している｡ そして, 本調査は, 八王子市にある中学校を対象に, メン
タルヘルスリテラシー教育プログラムを実施し, 精神疾患に関する知識, 相談に対する態度, 精神保
健専門職に対する相談意向などで有意に介入群において向上が認められたことが報告されている｡
10）NPO精神障害者支援の会ヒット（2006）『教育現場における精神障害者の語りに関する事業～当事
者のエンパワメントと就労への試み～報告書』｡ 筆者らが行った調査研究であり, 中学生を対象に行
った調査では介入教育により, 精神障害者に対する偏見が是正され, 精神保健専門職に対する相談意
向に有意がみられたことを報告している｡
11）Jorm, A. F.（2000）Mental health literacy : public knowledge and beliefs about mental disorders, British
Journal Psychiatry, 177, 396401.
方法, 3.「統合失調症」に関するリテラシーである。ビネットは, Louise, F. らが一般市民
に対して行ったメンタルヘルスリテラシーに関する調査で用いた統合失調症の初期症状を呈
する事例を参照し作成した12)。
統合失調症に着目した理由として, 次の３点がある。①精神科病院等における入院者の精
神疾患をみると「統合失調症」の入院者は56.3％, 外来者では20.7％を占めており13), 精神
疾患のなかでも主要となる疾患であること, ②厚生労働省の報告によると, 統合失調症の障
害発生時の年齢階級（在宅）は「10～19歳」が41.3％で最も高いことから14), 思春期・青年
期に好発時期を迎えること15)16), ③統合失調症の発症から薬物療法を含む治療開始までの期
間 (Duration of Untreated Psychosis : DUP) が１年未満の場合, それ以上の期間を超える場
合よりも数年後の転帰がよいという知見があること17)18), などがあげられる。
質問項目の内容や文言は, 精神保健福祉領域の研究者３名と研修担当者（人権教育担当）
によって確認され, 加筆・修正した。有効回答票は92票である。
倫理的配慮として, 本調査の趣旨, 個人情報の保護, 成果報告等を調査票の表紙に記載し,
調査実施に口頭で説明した。そして, 説明に同意が得られた者に無記名で回答の協力を求め
た。また, 調査票における質問の回答は, 研修会のなかで行った。研修会は精神障害当事者
の体験談（15分）と, 筆者による「子どものメンタルヘルス」をタイトルとする講演（40分）
で構成されている。
Ⅲ．結 果
1．回答者の基本特性（表１）
回答者の基本特性として, 性別, 所属（校種, 職種), 経験年数,「子どものメンタルヘル
ス」に関する研修受講の有無, 及びその内容をたずねた。
性別は「女性」が73.9％で,「男性」は26.1％だった。所属の校種は,「小学校」が84.0％
で最も高く, 次いで「中学校」の14.0％だった。また, 職種は「学年担当」が68.5％を占め
た。経験年数は「10年以上」が68.5％で最も高く, 次いで「４年未満」の20.7％だった｡
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12）Louise, F., Liana, L., Kathleen, M. G., et al.（2008）Age differences in mental health literacy, BMC
Public Health, 8, record number 125.
13）厚生労働省（2005）｢患者調査｣｡
14）厚生労働省（2003）｢精神障害者社会復帰サービスニーズ等調査｣｡
15）Amminger, G. P., Harris, M. G., Conus, P., et al.（2006）Treated incidence of first-episode psychosis in
the catchment area of EPPIC between 1997 and 2000, Acta Psychiatry Scand, 114, 337345.
16）Oakley, Browne M. A., Wells, J. E., Scott, K. M., et al. (2006）Lifetime prevalence and projected lifetime
risk of DSMIV disorders in Te Rau Hinengaro : The New Zealand Mental Health Survey. Aust NZ
Psychiatry, 40, 865874.
17）Crow, T. J., MacMillan, J. F., Johnson, A. L., et al. (1988) A randomized controlled trial of prophylactic
neuroleptic treatment. Br J Psychiatry, 148, 120127.
18）Anzai, N., Okazaki, Y., Miyauchi, M., et al. (1988) Early neuroleptic medication within one year after
onset can reduce risk of later relapses in schizophrenic patients, Annual Report Pharmachopsychiatric
Research Foundation, 19, 258265.
「子どものメンタルヘルス」に関する研修受講経験の有無をたずねたところ,「はい」が31.
5％だった｡ その内容は, ｢発達障害」が100.0％で最も高く, 続いて「統合失調症」の20.7
％,「摂食障害」｢うつ病」の17.2％だった。
このように, 本調査の回答者は,「小学校」で「学年担当」している者が多い。経験年数
が「10年以上」の熟練者が多いが,「子どものメンタルヘルス」に関する研修を受講した者
は３割程度にすぎず, その内容は「発達障害」が主であり, 精神疾患に関するものは２割程
度だった。また, 本回答者は, 研修内容が ｢子どものメンタルヘルス｣ であることを聞いて
研修に参加していることから, 精神保健に対する関心が高いことが推察できる。
2．統合失調症をもつビネットの精神疾患の識別程度と対応方法
本調査で用いたビネットは, Louise, F. らが一般市民を対象として行った調査で用いた統
合失調症の初期症状を呈する事例を参照して, 次に示すビネットを作成した。
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表１ 回答者の基本特性
実数 ％
92 100.0
1．性別 男 性 24 26.1
女 性 68 73.9
2．所属 1）校種 幼稚園 0 0.0
小学校 78 84.0
中学校 13 14.0
特別支援学校 0 0.0
高等学校 0 0.0
無回答 1 1.1
2）職種 学年担当 63 68.5
特別支援学級担当 12 13.0
養護教職員 4 4.3
管理作業員 0 0.0
給食調理員 0 0.0
栄養教職員 0 0.0
管理職 2 2.2
その他 9 9.8
無回答 2 2.2
3．経験年数 ４年未満 19 20.7
４年以上７年未満 5 5.4
７年以上10年未満 5 15.4
10年以上 63 68.5
4．｢子どものメンタルヘルス｣ に
関する研修受講経験の有無とそ
の内容（複数回答）
はい 29 31.5
うつ病 5 17.2
統合失調症 6 20.7
摂食障害 5 17.2
依存関連 3 10.3
発達障害 29 100.0
いいえ 63 68.5
1）精神疾患の識別程度
ビネットにある統合失調症の病相を示すＢさん（以下, 事例Ｂ）の精神疾患の有無をたず
ねた結果, 精神疾患が「あり」と回答したのは85人の93.3％であり, 回答者のほとんど全員
が精神的な不調を認識していた。次に, この回答者85人に対して, その病名の識別をたずね
た。提示した病名は,「うつ病」｢不安障害」｢統合失調症」｢多動性障害」｢学習障害」｢摂食
障害」｢薬物依存」｢その他」の８つである。その結果,「不安障害」が44.9％で最も高く,
「統合失調症」と識別できたのは29.2％だった（図１)。
2）対応方法
事例Ｂに役立つ対応方法について,「カウンセリングの紹介」｢精神科医に相談」｢本人の
話を傾聴」｢刺激を避ける」｢適度な運動」｢内科に相談」｢気分転換 (外出)」の７つの項目
を提示し, それぞれについて,「とても思う」から「全く思わない」の４件法で回答を求め
た。各項目について「とても思う」｢まあ思う」を加えたものをみると,「精神科医に相談す
る」が90.0％で最も高く, 続いて「カウンセリングの紹介」86.7％,「本人の話を傾聴する」
74.5％,「周囲の人があまり刺激を与えない」70.0％,「適度な運動をする」47.7％,「内科医
に相談する」34.5％,「気分転換のため外出する」14.4％だった（図２)。
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17歳のＢさんは, 両親と３人で暮らしています｡ もともと学校を休みがちでした
が, ここ半年間は登校していません｡ 友人と会うことも一切なく, 自室に引きこも
っています｡ 家族と一緒に食事をとることもありません｡
Ｂさんのご両親は, Ｂさんが, 夜中に部屋の中を歩き回っていること, 部屋では
一人でいるはずなのに誰かと話をしているようであることに気づいています｡ ご両
親がＢさんに外出するように促すと, ｢誰かに後をつけられたり, 盗聴されたりし
ているから無理……｣ と拒否するそうです｡ Ｂさんは薬物やアルコールを使用して
いる様子はありません｡
図１ 精神疾患の識別程度
不安障害 統合失語症 うつ病 薬物依存 摂食障害
学習障害 多動性障害 その他 無回答
0.0
5.7
0.0
0.0
N＝85
(100.0％)
44.9
29.2
18.0
1.1
1.1
3.「統合失調症」に関するリテラシー
1）｢統合失調症」の病名に対する認知
本調査の回答者92人に「統合失調症」の病名を聞いた経験の有無をたずね結果,「あり」
と回答した者は54人の59.3％だった（図３)。
2）発症に関連する要因
「統合失調症」という病名を聞いた経験が「あり」の54人に, その原因として,「ストレ
ス」｢トラウマ体験」｢脳の障害」｢親の育て方」｢性格の弱さ」｢遺伝」｢薬物の使用」の７つ
の項目を提示し, それぞれについて,「とても思う」から「全く思わない」の４件法で回答
を求めた。各項目について ｢とても思う｣ ｢まあ思う｣ を加えたものみると,「ストレス」が
85.8％で最も高く, 次いで「トラウマ体験」の75.0％だった｡「親の育て方」｢性格の弱さ」
を回答とするものも４割前後みられた（図４)。
統合失調症や関連する精神病の要因については様々な諸説があり, 社会・文化的, 心理学
的側面が影響すると言われているが, Zubin, J.の「脆弱性－ストレス－モデル (vulnerability-
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図３ ｢統合失調症｣ の病名に対する認知
あり なし 無回答
3.3
37.4 N＝92
(100.0％) 59.3
図２ 対応方法
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25.6
70.0
26.7
22.2
4.4
8.9
14.4
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カウンセリングの紹介
本人の話を傾聴
刺激を避ける
適度な運動
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気分転換(外出)
とても思う まあ思う
N＝85
100.0
0.0
0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0
(％)
stress-model))」の考え方が現在一般的である19)。このモデルは, 個人のストレスに対する
脆弱性に対して, ストレスフルな生活下におかれた時に症状が形成されるという仮説である。
本回答者は, 統合失調症の発症に関連する要因として「ストレス」を回答する者が多かった
ことは, Zubin, J. の説と符号することから正答率は高いといえる。
3）発症年齢
次に,「統合失調症」という言葉を聞いた経験が「あり」の54人に, 好発年齢をたずねた。
その結果,「1520歳代」の69.6％が最も高く, 次いで「15歳未満」｢30歳代」の12.5％だっ
た（図５)。先述のように, 厚生労働省の調査では, 統合失調症の障害発生時における年齢
階級は「10～19歳」が最も多いことが報告されている。また Hafner, H. らも, 統合失調症
発症年齢について, 男性では「2024歳｣, 女性では「2529歳」がピークであると指摘して
いる20)。これらの報告から, 発症年齢に対する回答者の正答率は高いといえる。
4）一般人口の有病率
さらに,「統合失調症」という言葉を聞いた経験が ｢あり｣ のある54人に, 一般人口の有
病率をたずねた。統合失調症の一般人口の有病率はおよそ1：100と報告されていることか
ら21), 正答率を示す ｢１｣ と回答したものは48.2％だった（図６)。
このように, 回答者のなかで,「統合失調症」の言葉を聞いた経験が「あり」とした者は
６割程度であり, そのうち, 統合失調症の発病に関する要因や発症年齢では７割以上の正答
率がみられた。しかし有病率に着目すると, １％とする回答が最も多かったものの５割に満
たないものだった。反対に, 有病率が10％と20％と回答したものを加えると２割以上も占め
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19）Zubin J., Spring, B. (1977) Vulnerability: a new view of schizophrenia, Journal of Abnormal Psychology,
86, 103126.
20）Hafner, H., Maurer, K., Loffler, W. et al. (1994) The epidemiology of early schizophrenia. Influence of
age and gender on onset and early course. British Journal of psychiatry, 23, 2938.
21）Sham, P. C., Jones, P., Russell, A., et al. (1994) Age at onset, sex, and familial psychiatric morbidity in
schizophrenia. Camberwell collaborative psychosis study, British Journal of Psychiatry, 165, 466473. 本
調査では, 質問票に「有病率とは, 一時点における疾病者の単位人口に割合のことです」と記載し,
概念の説明をした｡
図４ 発症に関連する要因
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ていることから, 教育現場では精神的な不調を認識できる児童・生徒が多いことが推察でき
る。
Ⅳ．考 察
1．教職員のメンタルヘルスリテラシーの向上
事例Ｂのビネットを読んで, 回答者のほとんどが児童・生徒の精神的な不調を認識できて
いるものの, 疾患の識別が困難だった。この結果は, 本回答者のうち「子どものメンタルヘ
ルス」に関する研修を受講したものは３割ほどであり, その内容も精神疾患に関したものは
２割に満たないことと符合しており, 教職員が精神疾患の識別に関する知識をあまり習得し
ていないことが推察できる。しかし, 発症年令に対する回答が20才代までで８割を超えてい
たことは, 児童・生徒の精神保健に高い関心があることが伺える｡
このようなことから, 今後, 教職員が教育現場における精神保健に関するゲートキーパー
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図６ 一般人口の有病率
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として機能するには, 思春期・青年期におけるメンタルヘルスリテラシーの向上を目的とし
た研修を実施することが必要といえる。その際, オーストラリアのマインドマターズが参考
になる22)。マインドマターズとは, 中等学校（日本の中学３年生～高校３年生に相当）を対
象とした学校精神保健増進プロジェクトであり, こころの健康の増進・予防・早期介入を促
すための国家的取り組みである。中等教育の教諭は, 生徒にこころの健康について教える場
合, 州の専門的研修センターで, トレーニングを受講することになっている。このような研
修プログラムは, 教諭のこころの健康に関するスティグマの克服にも一役を担っていること
が報告されている。わが国では, 教職員のメンタルヘルスに関する研修は義務化されていな
い｡ かつ, 児童・生徒の保健・体育においても, 精神疾患に焦点をあてた指導は行われてい
ない現状にある｡ このことから, 今後, 学校教育の一つに精神保健教育を位置づけ, 教職員
のメンタルヘルスリテラシーを向上する体系的な研修が望まれる。
2．地域における早期介入システムの構築
教職員が学校における精神保健に関するゲードキーパーとして有効に機能するには, 教育
機関と精神保健福祉機関のネットワークを構築する必要がある。早期発見は早期介入のシス
テムが整備されてこそ, その成果があるといえる｡ 事例Ｂの対応として, 回答者は「精神科
医に相談」｢カウンセリングの紹介」の回答が９割を占めており, 精神保健福祉領域の専門
職と連携する意識が高かった。このことは, 教職員としての経験年数が「10年以上」とする
回答者が多いことをふまえると, 子どもの精神保健の課題に際して, 精神保健福祉領域にお
ける専門職との連携が必要と実感する経験があったことが考えられる。
先述のオーストラリアにおけるマインドマターズの概念モデルは,「健康増進学校
(Health Promoting School)」という枠組みがあり,「カリキュラム教育と学習」｢校風と環境」
｢連携とサービス」の三つの領域から構成されている｡「連携とサービス」では, 地域の支援
グループやかかりつけ医などのガイダンスサービスを活用するなど, サービス機関と連携し
た包括的な健康プログラムの必要性が提唱されている23)。また, イギリスでは, 国の医療政
策の重点事項に精神病に対する早期介入を採用している。そのため, 保健省の早期介入実践
策ガイドには, 精神病に発展する人々の年齢層を14～35歳として, それを標的とした早期介
入アプローチの必要性が強調されている24)。中でも, 南ロンドンのランベス地区では, 精神
病発症からの２年間の時期を担当するランベス早期発症サービス (LEO) と精神病発症危険
群への評価介入チームオアシス (OASIS) を設置し, 早期介入サービスを実施しているので
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22）白井有美・崎川典子・岡田直大他（2009）｢マインドマターズの概要とスクールマターズ」『こころ
の科学』143, 119126｡
23）白井有美・川上俊亮・河上緒他（2009）｢こころの疾病を理解する 連載マインドマスターズ②｣
『こころの科学』144, 135143｡
24）西田淳志・針間博彦・石倉習子「英国の精神保健スタンダード＆マニュアル（抜粋)」『こころの科
学』133, 7278｡
ある。これらの介入の結果, 利用者の社会的な機能や職業的な機能において効果がみられ,
自己評価による生活の質が高いことが報告されている25)。
このような先進国の早期介入システムの導入を背景にして, 我が国でもようやく早期介入
のための地域システムが必要視されつつある。三重県津市では精神保健の課題がある中学校
をベースに, こころの医療センターにおける精神科多職種チームを学校に派遣し, 相談・支
援にあたる早期発見・介入システムの構築を試みている26)。今後, このような試行的実践を
検証し, 地域における早期発見・介入システムが全国的に普及していくことが望まれる。
3．教職員自身のメンタルヘルスの維持・向上
児童・生徒に対する精神保健教育や精神疾患の早期発見・早期介入の支援において, 教職
員自身のメンタルヘルスの有り様が重要な影響を及ぼすことはいうまでもない。
厚生労働省が, 2006年度に事業委託した「教職員の健康調査委員会」(委員長, 清水英祐
・東京慈恵会医科大教授）では, 強い抑うつ感を訴える男性教職員が11.5％に上昇したとし,
その原因として, 子どもや保護者との関係の難しさや学校運営上での心理的な負担増などを
あげている（毎日新聞, 2006年10月27日)27)。また, 文部科学省が2007年度に小中学校, 高
校などの教職員約91万６千人を対象とした調査でも, 病気で休職した8069人のうち精神疾患
を原因とした者は約62％であり, これまでで最も高いことが報告されている（朝日新聞,
2008年12月26日)28)。その要因として, 各教育委員会は, ①児童・生徒や親との関係が変化
し, 以前の指導や対応では問題が解決できなくなった, ②職場での支えあいが以前より希薄
になった, ③業務が多くなって忙しい, ④本人の家庭事情, などが複雑に絡み合っていると
指摘している。
このように, 教職員がおかれている状況は教職員自身のメンタルヘルスにとって決して良
いとはいえず, 今後, 教職員が児童・生徒のメンタルヘルスや精神的な不調に関与するには,
教職員に対する職場内・外のサポート体制が必要といえる。
Ⅴ．本調査の限界と今後の課題
1．本調査の限界
本調査の限界として, 対象者の選定と調査内容があげられる。
本調査の対象者は, 大都市にある教育機関で勤務する教職員である。また, 調査対象者は
研修のテーマが「子どものメンタルヘルス」であることをふまえて参加していることから,
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25）松本和紀（2007）｢イギリスにおける早期介入」『こころの科学』133, 3339｡
26）原田雅典「三重県津市における早期介入の試み」第９回日本外来精神医療学会, 2009年８月８日,
大阪国際会議場, (本研究は, 2008年度厚生労働科学研究「思春期精神病理の疫学と精神疾患の早期
介入方策に関する研究」岡崎祐士研究代表者の分担研究として行われている)｡
27）毎日新聞, 2006年10月27日｡
28）朝日新聞, 2008年12月26日｡
精神障害への関心度が高いことが推察できる。さらに, 教職員の校種の内訳が「小学校」で
８割を超え,「学年担当」が７割近くと, 回答者の基本特性に偏りがみられた。今後, 調査
対象者の地域の拡大とともに, 対象者の属性を考慮した調査設計が必要といえる。
次に, 本調査の内容についての課題がある。調査で用いたビネットは, Louise, F. らが一
般市民を対象として行った調査で用いた統合失調症の病相を呈する24歳の青年のビネットを
参照した。その病相は ICD10における早期統合失調症の基準を満たすとされているが, 統
合失調症の前駆症状の定義がその特異性の問題などから困難であることが指摘されている29)。
また, 早期介入 (Early intervention) の動向をみると, 統合失調症の DUPを短縮することか
ら始まり, その対象が前駆症状段階や早期精神病に進展し, 現在では統合失調症に帰結する
ことなく, 幅広い精神疾患に拡大しつつあることが報告されている30)。これらのことをふま
え, 今後は統合失調症のビネットの内容についても, 精神疾患をもつ当事者の語りによる具
体的な内容から検討していく必要がある。
2．今後の課題
思春期・青年期にある児童・生徒はそのライフステージの特性から, 統合失調症などの精
神疾患を有しやすい年代にある。その児童・生徒の日中活動を共にする時間が多い教職員は
彼らの精神的な不調を発見しやすいため, 適切に精神保健福祉領域の専門機関につなぐとい
うゲートキーパーの役割が求められる。
そこで, 教職員の統合失調症に関するリテラシーの向上に際して, 今後の課題として, 次
の３点をあげることができる。第１に, 教職員の統合失調症をはじめとするメンタルヘルス
リテラシーを向上する研修を実施することがあげられる。その際, 思春期・青年期における
メンタルヘルス, 児童・生徒が有しやすい精神疾患とその初期症状・精神保健福祉領域の専
門機関などの知識とともに, 具体的な対応方法を習得できる研修が望まれる。第２に, 教職
員が精神的な不調のある児童・生徒を発見した場合に, 連携・協働できる精神保健福祉領域
の専門機関とのネットワークを構築することが必要といえる。我が国の学校教育では, スク
ールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーといった専門職を導入しはじめたばかりで
ある｡ 今後, 児童・生徒のメンタルヘルスの課題に対する精神保健福祉領域と学校精神保健
教育領域の連携・協働が課題としてあり, 早期発見・早期介入システムの構築が望まれる。
第３に, 教職員自身のメンタルヘルスの維持・向上を目的としたシステムの構築が望まれる。
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29）Edwards, J., McGorry, P. D. (2002) Implementing early intervention in psychosis services, Martin
Duritz. (水野雅文, 村上雅昭監訳（2003）『精神疾患早期介入の実際 早期精神病治療サービスガイ
ド』金剛出版)｡ DSMIIIRで試みられた統合失調症の前駆症状の定義は，その特異性の問題なども
あり DSMIVでは削除されていることを指摘している｡
30）岡崎祐士（2007）｢導入 統合失調症初回エピソードから早期精神障害へ」『臨床精神医学』36(4),
353357｡
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Teachers’ literacy concerning schizophrenia
Setsuko SAKAE
	
 Teachers’ literacy concerning schizophrenia is essential for effective promotion
of students mental health. Teachers have the role of gatekeeper. However, no investigation
has been carried out teachers’ literacy concerning schizophrenia.

 A total of 92 teachers were surveyed with regard to their literacy concerning schizo-
phrenia by means of a questionnaire with a vignette depicting a case of early schizophrenia.
The symptoms described in the vignette fulfilled the criteria of ICD10. Identification of the
case, and coping behavior for the case were investigated. In addition, knowledge, age at
onset of the condition and degree of illness were investigated.
 About thirty percent of respondents were able to make a correct identification. As for
coping behavior, counseling and seeing a psychiatrist were selected. A finding was the em-
phasis on stress as a cause of schizophrenia.
		 It shows that teachers have limited literacy concerning schizophrenia. They need
to improve their mental health literacy. In addition, because teachers are expected to act as
gatekeepers in the school, an early intervention system has to be constructed. Although the
present study is limited in its sampling and the content of the vignette, we could obtain some
indications.
